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総
合
事
業　

介
護
予
防
に
重
点

新
し
い
制
度
「
総
合
事
業
」
で
は
、
65

歳
以
上
の
す
べ
て
の
人
が
対
象
と
な
る
一

般
介
護
予
防
事
業
と
、
こ
れ
ま
で
の
介
護

保
険
制
度
の
「
要
支
援
１
・
２
」
を
対
象

に
し
て
き
た
「
介
護
予
防
訪
問
介
護
」
と

「
介
護
予
防
通
所
介
護
」
を
「
訪
問
型
サ

ー
ビ
ス
」
と
「
通
所
型
サ
ー
ビ
ス
」
に
移

行
し
ま
す
。（
図
１
）

ま
た
、
総
合
事
業
で
は
、
地
域
に
合
っ

た
生
活
支
援
や
介
護
予
防
の
取
り
組
み
を

進
め
、
高
齢
者
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
や
事

業
を
展
開
し
て
い
き
ま
す
。

い
つ
ま
で
も
自
分
ら
し
い
生
活
を

い
つ
ま
で
も
元
気
に
暮
ら
す
た
め
に

は
、
高
齢
者
自
身
が
地
域
の
中
で
役
割
や

利
用
す
る
に
は

心
身
や
生
活
の
状
況
、
こ
れ
ま
で
の
要

介
護
認
定
や
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
の
確

認
に
よ
り
、
総
合
事
業
の
サ
ー
ビ
ス
を
利

生
き
が
い
を
持
ち
、
地
域
づ
く
り
や
趣
味

の
場
に
参
加
す
る
な
ど
活
動
的
で
張
り
の

あ
る
生
活
を
行
い
、
介
護
が
必
要
な
状
態

に
な
ら
な
い
こ
と
が
大
切
で
す
。

総
合
事
業
で
は
、
対
象
者
一
人
ひ
と
り

の
状
況
に
応
じ
た
サ
ー
ビ
ス
が
利
用
で
き

る
よ
う
、
従
来
の
介
護
事
業
所
だ
け
で
な

く
、
地
域
に
お
け
る
多
様
な
主
体
に
よ
る

効
果
的
な
取
り
組
み
を
進
め
ま
す
。

ま
た
、
地
域
で
支
え
合
う
仕
組
み
を
支

援
し
、
元
気
な
高
齢
者
は
支
え
手
に
な
る

な
ど
、
人
と
人
と
の
つ
な
が
り
や
地
域
の

つ
な
が
り
を
通
じ
て
、
生
き
が
い
や
役
割

を
持
っ
て
過
ご
し
、
で
き
る
か
ぎ
り
介
護

の
状
態
に
な
ら
な
い
「
健
康
長
寿
の
ま
ち

づ
く
り
」
を
目
指
し
ま
す
。

用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。（
図
2
）

現
在
、
要
支
援
認
定
を
受
け
て
い
る
場

合
は
、
有
効
期
間
内
は
継
続
し
て
同
じ
サ

ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

介護保険
制　度

介
護
予
防
に
重
点

４
月
か
ら
介
護
予
防・日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
が
ス
タ
ー
ト

介
護
保
険
制
度
改
正
に
よ
り
、
４
月
か
ら
高
齢
者
の
介
護
予
防
と
日
常
生

活
の
自
立
支
援
の
た
め
の
「
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業
（
総

合
事
業
）」
が
始
ま
り
ま
す
。
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介
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　　　　■介護予防・日常生活支援総合事業がスタート

を利用できます。 を利用できます。

介護予防・日常生活支援総合事業

を利用できます。

トピックス 要支援になる前の介護予防で介護保険料の負担減につなげます

少子高齢化社会を迎え、団塊世代が 75 歳以上
となる平成 37（2025) 年までに、後期高齢者数が
これまで以上に急激に伸びることが予想されてい
ます。一方で支え手となる現役世代は減少をたど
ることが見込まれています。介護の給付と負担の
バランスに影響を与え、現役世代の負担や、高齢
者自身の負担も増えることが見込まれるなど、世
代を超えた大きな課題となってきています。

市の高齢者数は 28,876 人（平成 28 年４月現在）
で、総人口に占める高齢化率は、29.4％となって
います。今後、平成 37（2025）年に向け、高齢化
率は 30％前半で推移するものの、介護を必要とす
る 75 歳以上の高齢者は、ますます増えていくと
予想されます。

また、市の介護認定者は年々増加しており、平

成 27 年度末には、高齢者のうち 17.4％が介護認
定を受けています。特に、軽度者といわれる要支
援１、２の人は大きく伸びています。

介護保険制度は公費と 40 歳以上の皆さんの保
険料から運営されています。保険料は、費用の負
担と給付のバランスの中で決められるため、介護
認定を受ける前の段階で介護予防に取り組むこと
が保険料の負担を抑えることにつながります。

図１　総合事業が始まると　（要支援１・２の人のサービス利用の変更点）

図２　総合事業　利用の流れ


